
工事請負契約書（案） 

 

工  事  名   鳥取大学（三浦）工学部Ｈ棟改修機械設備工事 

    請 負 代 金      金           円也 

（うち取引に係る消費税額及び地方消費税額          円也） 

 

  発注者 国立大学法人鳥取大学 学長 原田 省 と 受注者             との間において、上

記の工事について、上記の請負代金額で、次の条項によって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行す

るものとする。  

 

第１条 受注者は、別冊の図面及び仕様書に基づいて、工事を完成するものとする。 

第２条 工事は、鳥取県鳥取市湖山町南４丁目１０１番地（鳥取大学三浦団地構内）において施工する。 

第３条 着工時期は、契約書締結日の翌日とする。 

第４条 完成期限は、令和８年３月１９日とする。 

第５条 契約保証金は納付する。ただし、国立大学法人鳥取大学が認めた有価証券等の提供又は金融機関若しくは

保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証

を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

第６条 受注者は、工事の目的物及び工事材料について組立保険契約を締結するものとする。 

第７条 請負代金（前払金及び中間前払金を含む。）は、３回以内に支払うものとする。 

第８条 完成通知書は、施設環境部企画環境課に送付するものとする。 

第９条 請負代金（前払金及び中間前払金を含む。）の請求書は施設環境部企画環境課に送付するものとする。 

第１０条 請負代金については、金            円以内の額を前払金として前払いするものとする。こ

の支払いは、請求書及び保証事業会社の保証証書を受理した日から１４日以内にするものとする。 

第１１条 請負代金については、金            円以内の額を中間前払金として前払いするものとす

る。この支払いは、請求書及び保証事業会社の保証証書を受理した日から１４日以内にするものとする。 

第１２条 解体工事等に要する費用等については別紙 1のとおりとする。 

第１３条 この契約についての一般的約定事項は、国立大学法人鳥取大学が定めた工事請負契約基準によるものとす

る。 

第１４条 発注者は、受注者が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋その他の反社会的勢力に属すると判明し

た場合、催告をすることなく、本契約を解除することができるものとする。 

２ 発注者が前項の規定により契約を解除した場合には、発注者はこれによる受注者の損害を賠償する責を負わな

い。 

３ 第１項の規定により発注者が本契約を解除した場合には、受注者は発注者に対し、請負代金の１０分の１に相

当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払うものとする。 

第１５条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者、受注者間において協議し

て定めるものとする。 

 

契約の成立を証するため、発注者、受注者は次に記名し、印を押すものとする。 

  この契約書は、２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。 

 

         令和   年   月   日 

 

                                発 注 者  鳥取市湖山町南４丁目１０１番地 

                                           国立大学法人鳥取大学 

学   長  原 田  省 

 

 

                                受 注 者  

 

  



 

（別紙 1） 

建築物に係る新築工事等（新築・増設・修繕・模様替） 

１．分別解体等の方法 

工
程
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工 程 作業内容 分別解体等の方法（※） 

①造成等 

 

造成等の工事 

□ 有    □ 無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

②基礎・ 

 基礎ぐい 

基礎・基礎ぐいの工事 

□ 有    □ 無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

③上部構造部 

 分・外装 

上部構造部分・外装の工事 

□ 有    □ 無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

④屋根 

 

屋根の工事 

□ 有    □ 無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑤建築設備・ 

内装材等 

建築設備・内装材等の工事 

□ 有    □ 無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑥その他 

（  ） 

その他の工事 

□ 有    □ 無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

 ※「分別解体等の方法」の欄については，該当がない場合は記載の必要はない。 

 

２．解体工事に要する費用（直接工事費）               円（税抜き） 

 

３．再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所 在 地 

   

   

   

   

   

 

４．再資源化等に要する費用（直接工事費）               円（税抜き） 

  （注）・運搬費を含む。 


